
～注目・外株銘柄～
（2018年6月）

【ハイテク主力】 アルファベット（GOOGL）

【ハイテク主力】 フェイスブック（FB）

【ハイテク主力】 アップル（AAPL）

【ハイテク主力】 ネットフリックス（NFLX）

【クラウド】 アマゾン・ドットコム（AMZN）

【クラウド】 マイクロソフト（MSFT）

【半導体】 エヌビディア（NVDA）

【金融】 モルガン・スタンレー（MS）

【フィンテック】 ビ ザ（V）

【フィンテック】 ペイパル・ホールディングス（PYPL）

【構造改革】 シスコシステムズ（CSCO）

【セキュリティ】 パロアルト・ネットワークス（PANW）

【消費】 アリババ・グループADR（BABA）

【消費】 ＪＤドット・コムADR（JD）

【消費】 ブッキング・ホールディングス（BKNG）

【医療設備】 インテュイティブ・サージカル（ISRG）

【インフラ】 キャタピラー（CAT）

【航空・防衛】 ボーイング（BA）

【防衛元請】 ロッキード・マーティン（LMT）

【電気自動車】 テスラ（TSLA）

（株価データ、株価指標は現地18年5月31日時点）

【 米 国 市 場 ・ ２ ０ 銘 柄 掲 載 】

インターネット検索サービス世界最大手 －－－Ｐ1

世界最大のSNS運営会社 －－－Ｐ2

デジタルIT機器の設計・販売大手 －－－Ｐ3

動画配信サービス最大手 －－－Ｐ4

インターネット小売世界最大手 －－－Ｐ5

ソフトウェア世界最大手 －－－Ｐ6

画像処理半導体（GPU）開発企業 －－－Ｐ7

米投資銀行大手 －－－Ｐ8

クレジットカード決済サービス世界最大手 －－－Ｐ9

決済サービス大手 －－－Ｐ10

ネットワーク機器世界最大手 －－－Ｐ11

次世代ファイアウォール機器専業大手 －－－Ｐ12

中国電子商取引最大手 －－－Ｐ13

中国直販型ネット通販大手 －－－Ｐ14

オンライン旅行代理店の世界大手 －－－Ｐ15

外科手術ロボットを製造･販売 －－－Ｐ16

建設機械の世界最大手 －－－Ｐ17

航空機製造の世界大手 －－－Ｐ18

防衛元請の世界最大手 －－－Ｐ19

新興系の電気自動車メーカー －－－Ｐ20



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
されることがあります。株式は値動きのある商品であるため、元本を保証するものではありません。 1

アルファベット(GOOGL)

インターネット検索サービス世界最大手。ネット広告市場拡大の恩恵享受

ナスダック インターネットサービス

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

ﾈｯﾄ検索ｻｰﾋﾞｽ世界最大手「ｸﾞｰｸﾞﾙ」を傘下に置く持株会社。97年

にｻｰﾋﾞｽ開始、04年8月上場。検索広告が主要収入源。革新力で

定評があり、ﾓﾊﾞｲﾙ端末の無料基本ｿﾌﾄ「ｱﾝﾄﾞﾛｲﾄﾞ」は、同社の開

発。また自動運転車などを社内で育成中。またｱﾌﾟﾘ・ｺﾝﾃﾝﾂ販売

やｸﾛｰﾑﾌﾞｯｸ事業、ｸﾗｳﾄﾞ型ﾋﾞｼﾞﾈｽ向けｿﾌﾄなどの事業展開も。

本社はｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州、従業員数は85,050人（18年3月末）。

□広告・広告外収入の双方が伸びる：18年第1四半期は前年同期比

26%増収。ﾓﾊﾞｲﾙ広告や動画ｻｲﾄ「ﾕｰﾁｭｰﾌﾞ」向け広告収入が好調、

有料ｸﾘｯｸ数は同59%伸びた（単価は下落）。またｸﾗｳﾄﾞやｱﾌﾟﾘ関連収

入、AIｽﾋﾟｰｶｰ販売等が貢献して広告外の収入は同36%増の44億ﾄﾞﾙと

なり、ｸﾞｰｸﾞﾙ部門の売上の14%を占めた。

□「ﾕｰﾁｭｰﾌﾞ」の月間視聴者数は15億人：「ﾕｰﾁｭｰﾌﾞ」の視聴者は月

間15億人に、1日平均の視聴時間は1時間以上に達したと公表。

□自動運転の開発進む：自動運転車の開発子会社「ｳｪｲﾓ」は公道

試験の累計距離が500万ﾏｲﾙ（約800万ｷﾛ）を達成、他社を凌ぐ。

4月よりｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州で無人公道ﾃｽﾄが解禁され、参入が予想される。 株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 90,272 20 23,716 23 19,478 19 27.85 0.00

2017/12 110,855 23 26,146 10 12,662 -35 18.00 0.00

2017/Q1 24,750 ― 6,568 ― 5,426 ― 7.56 0.00

2018/Q1 31,146 26 7,001 7 9,401 73 13.33 0.00

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 1100 ( 05/31 ) 実績PER 29.5 （倍）

52週高値（日付） 1197.99 ( 18/01/29 ) 株価売上高比率 6.5 （倍）

52週安値（日付） 915.52 ( 17/07/03 ) PBR 4.8 （倍）

時　価　総　額 758,414 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

825,306 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 6.2 （過去6ヶ月間） 10.9 （%）

11.4 （過去1年間） 株式ベータ 1.29 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
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フェイスブック(FB)

22億人のユーザーを抱える世界最大のSNS運営会社

ナスダック インターネットサービス

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

世界最大のSNS運営会社。2004年設立、会員数（月間稼動）は全

世界で22.0億人（18年1-3月期）。ﾏｰｸ・ｻﾞｯｶｰﾊﾞｰｸﾞ氏が大学在学

時代に立ち上げ、ｻｸｾｽ・ｽﾄｰﾘｰは映画化された。収入構成の98%

が広告、2%が決済手数料などの広告外収入（前期実績）。対話ｱﾌﾟ

ﾘのﾜｯﾂｱｯﾌﾟを14年10月に買収。本社はｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ﾒﾝﾛｰﾊﾟｰｸ、

従業員数は27,742名（18年3月末）。

□3月後半に個人情報流用問題が浮上： 同社のﾕｰｻﾞｰ情報が英国

の大学→ｺﾝｻﾙ会社経由で流用され、米大統領選に利用された可

能性が3月に浮上。罰則や規制強化への懸念が浮上した。その後、

ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ設定の簡便化などﾕｰｻﾞｰ寄りの対策を打ち出している。

□18年第1四半期は四半期ﾍﾞｰｽ最高益： 収入源の広告収入の成

長は広告表示回収の増加、利用者・利用時間の伸びが支え。上記

問題後の初の決算となった第1四半期は増収率は加速、過去最高

益の結果となり、懸念はひとまず払拭された格好。前四半期に減少

した北米の日々の利用者数も1.84億人から1.85億人に回復した。 株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 27,638 54 12,427 100 10,188 178 3.49 0.00

2017/12 40,653 47 20,203 63 15,920 56 5.39 0.00

2017/Q1 8,032 ― 3,327 ― 3,059 ― 1.04 0.00

2018/Q1 11,966 49 5,449 64 4,987 63 1.69 0.00

決算期

四半期業績

通期業績

株　価（米ドル） 191.78 ( 05/31 ) 実績PER 28.2 （倍）

52週高値（日付） 195.31 ( 18/02/01 ) 株価売上高比率 12.5 （倍）

52週安値（日付） 144.58 ( 17/06/12 ) PBR 7.2 （倍）

時　価　総　額 555,340 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

604,321 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 8.2 （過去6ヶ月間） 25.5 （%）

26.6 （過去1年間） 株式ベータ 1.14 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)
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アップル(AAPL)

デジタルIT機器の設計・販売大手。収益の多様化を模索。株主還元を強化する方針

ナスダック IT機器

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ（ｽﾏﾎ）「ｱｲﾌｫｰﾝ」や、ﾀﾌﾞﾚｯﾄPC「ｱｲﾊﾟｯﾄﾞ」などﾃﾞｼﾞﾀﾙ

IT機器を設計・販売。1977年に設立。ｽﾃｨｰﾌﾞ･ｼﾞｮﾌﾞｽﾞ氏が1997

年に復帰し、次々と革新性のある製品投入、再興を果たす。2011

年のｼﾞｮﾌﾞｽﾞ氏没後は現ｸｯｸCEO体制へ、12年以降は大規模な

株主還元策を開始。独自の基本ｿﾌﾄ開発やｱﾌﾟﾘ販売等で他社と

一線を画す。15年3月、NYﾀﾞｳ工業株平均に採用された。

□「独自の経済圏」を構築、ｽﾏﾎ以外の課金収入が増加： 世界の

ｽﾏﾎ市場は成長鈍化したがｱｲﾌｫｰﾝ人気は根強く、高級ｽﾏﾎの地

位を固めた。ｽﾏﾎやPCのｱｯﾌﾟﾙ製品の稼動数は13億台に達し、ﾕ

ｰｻﾞｰの囲い込みが進む。動画･音楽配信やｱﾌﾟﾘ販売、ｸﾗｳﾄﾞなどか

ら課金されるｻｰﾋﾞｽ事業の1‐3月期の売上は前年同期比31%増の

92億ﾄﾞﾙと好調。ｻｰﾋﾞｽの有料会員は2.7億人と急増。

□株主還元強化を継続： 豊富なﾈｯﾄｷｬｯｼｭを原資に5月の第2四

半期業績報告に株主還元強化策を発表。前四半期配当金から

16%増配したほか、18年6月までの2,100億ﾄﾞﾙの自社株買い戻し

枠に上積みする形で、追加の買い戻し枠を1,000億ﾄﾞﾙを設定した。 株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/09 215,639 -8 60,024 -16 45,687 -14 8.31 2.18

2017/09 229,234 6 61,344 2 48,351 6 9.21 2.40

2017/Q2 52,896 ― 14,097 ― 11,029 ― 2.10 0.57

2018/Q2 61,137 16 15,894 13 13,822 25 2.73 0.63

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 186.87 ( 05/31 ) 実績PER 18.2 （倍）

52週高値（日付） 190.365 ( 18/05/10 ) 株価売上高比率 3.9 （倍）

52週安値（日付） 142.2 ( 17/06/16 ) PBR 7.3 （倍）

時　価　総　額 918,492 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 1.56 （ 直近年率 ）

999,503 （単位：億円） 配当成長率(%) 12.0 （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 8.7 （過去6ヶ月間） 40.9 （%）

22.3 （過去1年間） 株式ベータ 0.99 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
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ネットフリックス(NFLX)

米国の動画配信サービス最大手。オリジナル・コンテンツの充実で世界の加入者獲得を推進

ナスダック インターネットサービス

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

1997年創立。ｵﾝﾗｲﾝDVDﾚﾝﾀﾙと映画やTV番組のﾈｯﾄ配信（ｽﾄﾘｰ

ﾐﾝｸﾞ）を手掛ける。ﾈｯﾄ宅配DVDﾚﾝﾀﾙから始めたが、現在は動画

配信事業が主力。人気映画、ﾃﾚﾋﾞ番組を豊富に揃えるが、近年は

自社制作番組を強化中。現在の展開地域は190カ国超、加入者

数は米国が5,671万人、海外が6,829万人（18年3月末）、17年度

の世界加入者の月次収入は前期比10%増の9.43ﾄﾞﾙ。

□海外の視聴者数が米国を逆転：16年1月に展開地域を190ｶ国超

に拡大（日本は15年から参入）。中国はｺﾝﾃﾝﾂ販売することで現地

企業と合意。ｵﾘｼﾞﾅﾙﾄﾞﾗﾏやｺﾒﾃﾞｨｰ番組がﾋｯﾄし、17年6月末の海

外のｽﾄﾘｰﾐﾝｸﾞ視聴会員数が初めて米国の会員数を上回った。

□米国で値上げ、18年制作費に最大80億ﾄﾞﾙ： 17年11月より米国

の基本料金を従来より1ﾄﾞﾙ値上げし、価格面での収入増加が見込

める。他社との差別化の決め手として自社制作番組に注力。また今

春に入り、日米のｹｰﾌﾞﾙTV会社などとの提携を強化。18年は新作

映画を80作品予定し、番組制作費は70～80億ﾄﾞﾙ（17年は60億ﾄﾞ

ﾙ）と米大手ﾒﾃﾞｨｱに迫る規模となる見込み。

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 8,831 30 380 24 187 52 0.43 0.00

2017/12 11,693 32 839 121 559 199 1.25 0.00

2017/Q1 2,637 ― 257 ― 178 ― 0.40 0.000

2018/Q1 3,701 40 447 74 290 63 0.64 0.000

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 351.6 ( 05/31 ) 実績PER 223.3 （倍）

52週高値（日付） 356.05 ( 18/05/29 ) 株価売上高比率 11.9 （倍）

52週安値（日付） 144.25 ( 17/07/06 ) PBR 38.0 （倍）

時　価　総　額 152,838 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

166,318 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 87.4 （過去6ヶ月間） 19.2 （%）

115.6 （過去1年間） 株式ベータ 1.33 （ 対S&P500 ）

株主資本利益率(ROE)

株価データ 株価指標（バリュエーション）
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アマゾン・ドット・コム(AMZN)

インターネット小売世界最大手。ネット通販とクラウド受託サービス事業双方が成長

ナスダック インターネット小売

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ小売世界最大手。ｼﾞｪﾌ・ﾍﾞｿﾞｽ氏が設立、95年にｻｰﾋﾞｽ

開始。書籍中心の取扱いから急速に品揃えを拡充。電子書籍端末

「ｷﾝﾄﾞﾙﾌｧｲｱ」ｼﾘｰｽﾞ等を投入、新市場開拓に意欲的。個人有料

会員（ｱﾏｿﾞﾝﾌﾟﾗｲﾑ）向けでは動画ｺﾝﾃﾝﾂや音楽の配信ｻｰﾋﾞｽを

提供、法人向けのﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ利用ｻｰﾋﾞｽでも存在感が高い。近年は

AI家電のｽﾋﾟｰｶｰ型のｴｺｰが欧米でﾋｯﾄ。本社はﾜｼﾝﾄﾝ州ｼｱﾄﾙ。

株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

□食品小売を強化、有料会員1億人突破： 460店以上を展開する

高級ｽｰﾊﾟｰ、ﾎｰﾙﾌｰｽﾞ・ﾏｰｹｯﾄの買収を17年8月に完了、18年に入

り、ｱﾏｿﾞﾝ会員向けに生鮮食料品の配送も一部地域で開始した。4

月に世界の個人有料会員数が1億人を突破したと発表したほか、

米国では5月より有料年会費の値上げ（99→119ﾄﾞﾙ）を実施する。

□ｸﾗｳﾄﾞ・ｲﾝﾌﾗ市場を主導： 企業・自治体向けのｸﾗｳﾄﾞ・ｲﾝﾌﾗ市

場で同社は世界最大手として規模を拡大させながら、市場を主導

する。日本ではｸｯｸﾊﾟｯﾄﾞや任天堂、日経電子版などがﾃﾞｰﾀ管理を

委ねる。同事業（AWS＝ｱﾏｿﾞﾝ・ｳｪﾌﾞ・ｻｰﾋﾞｽ）の営業利益は足下

全体の半分以上を占めるまで成長している。

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 135,987 27 4,186 87 2,371 298 4.90 0.00

2017/12 177,866 31 4,106 -2 3,033 28 6.15 0.00

2017/Q1 35,714 ― 1,005 ― 724 ― 1.48 0.00

2018/Q1 51,042 43 1,927 92 1,629 125 3.27 0.00

決算期

四半期業績

通期業績

株　価（米ドル） 1629.62 ( 05/31 ) 実績PER 256.7 （倍）

52週高値（日付） 1638.1 ( 18/04/27 ) 株価売上高比率 4.1 （倍）

52週安値（日付） 928.61 ( 17/06/09 ) PBR 25.1 （倍）

時　価　総　額 790,735 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

860,478 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 38.5 （過去6ヶ月間） 14.8 （%）

63.8 （過去1年間） 株式ベータ 1.05 （ 対S&P500 ）

株主資本利益率(ROE)

株価データ 株価指標（バリュエーション）
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マイクロソフト(MSFT)

ソフトウェア世界最大手。クラウド事業が好調

ナスダック ソフトウェア

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

ｿﾌﾄｳｪｱ世界最大手。1975年創業。80～90年代にｳｨﾝﾄﾞｳｽﾞ（OS：

基本ｿﾌﾄ）とｵﾌｨｽ（ﾜｰﾄﾞ、ｴｸｾﾙ等）で急成長。ほかｹﾞｰﾑやﾈｯﾄ広

告等も手掛け、企業から消費者向けまで幅広く事業を展開。2016

年12月にﾋﾞｼﾞﾈｽ向けSNSｻｲﾄの「ﾘﾝｸﾄｲﾝ」を買収。2014年に就任

したﾅﾃﾞﾗ新CEOのもと、ﾃﾞﾊﾞｲｽ･ｻｰﾋﾞｽ戦略から生産性やﾓﾊﾞｲﾙ、

ｸﾗｳﾄﾞを重視した経営に軸足を移している。

□ｸﾗｳﾄﾞ事業の拡大が奏功： 同社はｸﾗｳﾄﾞｲﾝﾌﾗ市場で首位ｱﾏｿﾞ

ﾝｳｪﾌﾞｻｰﾋﾞｽ（AWS）に次ぐ位置にあり、2強体制を構築。「ｵﾌｨｽ」ﾕ

ｰｻﾞｰに様々なｿﾌﾄをｸﾗｳﾄﾞで提供する「ｵﾌｨｽ365」の移行を促す取

組みも進めているほか、ﾃﾞｰﾀの保存から分析などの総合的なｸﾗｳﾄﾞ

ｻｰﾋﾞｽ「ｱｼﾞｭｰﾙ」は、18年1-3月期までに11四半期連続で増収率

が90%以上となった。

□AIｻｰﾋﾞｽではｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱと提携：同社は、ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ製のｽｰﾊﾟｰｺﾝ

ﾋﾟｭｰﾀ「DGX-1」を採用、対話型のAIｻｰﾋﾞｽを既に提供。日本では、

三井住友銀行の対話型自動応答ｼｽﾃﾑを開発、運用開始した。 株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/06 91,154 ― 26,078 ― 20,539 ― 2.56 1.44

2017/06 96,571 6 29,025 11 25,489 24 3.25 1.56

2017/Q3 23,212 ― 6,723 ― 5,486 ― 0.70 0.39

2018/Q3 26,819 16 8,292 23 7,424 35 0.95 0.42

四半期業績

通期業績

決算期株　価（米ドル） 98.84 ( 05/31 ) 実績PER 27.0 （倍）

52週高値（日付） 99.985 ( 18/05/31 ) 株価売上高比率 7.2 （倍）

52週安値（日付） 68.025 ( 17/07/03 ) PBR 9.6 （倍）

時　価　総　額 759,407 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 1.70 （ 直近年率 ）

826,387 （単位：億円） 配当成長率(%) 7.8 （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 17.4 （過去6ヶ月間） 21.2 （%）

41.5 （過去1年間） 株式ベータ 1.05 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)
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エヌビディア(NVDA)

「人工知能（AI）」、「自動運転」の新市場に半導体を供給

ナスダック 半導体開発

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

1993年設立の米国の半導体ﾒｰｶｰ。ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰのｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ処理や

演算処理の高速化を主な目的とするGPU(画像処理半導体)を設計

・開発する。自社で製造を行なわないﾌｧﾌﾞﾚｽﾒｰｶｰで台湾ｾﾐｺﾝﾀﾞｸ

ﾀｰや韓国ｻﾑｽﾝ電子に製造を委託。用途別売上構成はｹﾞｰﾑ市場

向けが57%、視覚化技術に関するﾌﾟﾛ向けが10%、AI含むﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ

向けが20%、自動車向けが6%、OEM&IPが8%（18年1月期）。

株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

□「ＡＩ」の計算処理に同社GPUが活躍： ＩＢＭやｱﾏｿﾞﾝ、ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ、

ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄなどのＩＴ大手各社は「深層学習（自ら学ぶ）」といった新

技術を用いた人工知能の計算処理に同社半導体を利用している。

□第1四半期は66%増収：18年2‐4月の売上は前年同期比66%増

の32.1億ﾄﾞﾙと過去最高を更新。Eｽﾎﾟｰﾂ人気も追い風にしたｹﾞｰﾑ

向けGPUと、機械学習や画像認識、言語処理等のAI計算処理ﾆｰｽﾞ

からﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ向けの高性能GPUが大幅増収に貢献した。

□自動運転向け半導体の供給計画も： 「ﾚﾍﾞﾙ5」と呼ばれる完全自

動運転向け半導体「ﾍﾟｶﾞｻｽ（開発名）」を18年後半から提供する

計画。同分野の収益本格貢献は20年以降との見方を示した。

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2017/01 6,910 38 1,934 159 1,666 171 2.57 0.485

2018/01 9,714 41 3,210 66 3,047 83 4.82 0.570

2018/Q1 1,937 ― 554 ― 507 ― 0.79 0.140

2019/Q1 3,207 66 1,295 134 1,244 145 1.98 0.150

四半期業績

通期業績

決算期株　価（米ドル） 252.19 ( 05/31 ) 実績PER 44.4 （倍）

52週高値（日付） 260.5 ( 18/05/10 ) 株価売上高比率 13.9 （倍）

52週安値（日付） 138.58 ( 17/07/03 ) PBR 19.8 （倍）

時　価　総　額 153,079 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 0.24 （ 直近年率 ）

166,581 （単位：億円） 配当成長率(%) 10.3 （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 25.6 （過去6ヶ月間） 54.6 （%）

74.7 （過去1年間） 株式ベータ 1.44 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)
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モルガン・スタンレー(MS)

株式に強い米投資銀行大手。富裕層ビジネスが拡大中

ニューヨーク 金融

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

世界的な金融ｻｰﾋﾞｽ会社。顧客層は法人、金融機関、政府など、個

人は富裕層が対象。事業ｾｸﾞﾒﾝトは法人･機関投資家向け証券業務

（17年度の純利益の57%）、ﾘﾃｰﾙを核としたｳｪﾙｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業務

（同39%）、資産運用業務（同4%）の3つ。17年末時点の総資産は

8,519億ﾄﾞﾙ。三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟと戦略的提携関係を締結

、出資を受け入れ、同ｸﾞﾙｰﾌﾟが株式の2割強を保有、筆頭株主。

株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

□株式関連や M&A業務で上位： 近年の世界の金融機関の各業務

ﾗﾝｷﾝｸﾞで株式引受け（公募･売り出しやIPOの幹事）や株式ｾｰﾙｽ＆

ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ、M&A（合併･買収）助言業務等において上位3位内に入

り、他社に比べて強い。ｻｳｼﾞｱﾗﾑｺのIPO計画にも参加との報道。

□富裕層向け資産管理業務が拡大： ｳｪﾙｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄと呼ばれる富

裕層向けの資産管理業務が拡大しており、預り資産増加に伴って

手数料が増加、安定した収益源が同社の業績を支えている。

□ｽﾄﾚｽﾃｽﾄ後の株主還元期待： 近年は6月のFRBの年次健全性

審査に合格後に株主還元策を発表している。昨年は従来比25%の

増配と、50億ﾄﾞﾙの自社株買い枠を発表した。

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

経常収益 前同比 税引前利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 34,631 -1 8,848 4 5,508 -3 2.92 0.70

2017/12 37,945 10 10,403 18 5,631 2 3.07 0.90

2017/Q1 9,745 ― 2,808 ― 1,840 ― 1.00 0.20

2018/Q1 11,077 14 3,420 22 2,575 40 1.45 0.25

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 50.14 ( 05/31 ) 実績PER 11.6 （倍）

52週高値（日付） 59.38 ( 18/03/12 ) 株価売上高比率 1.9 （倍）

52週安値（日付） 41.07 ( 17/05/31 ) PBR 1.3 （倍）

時　価　総　額 88,761 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 1.99 （ 直近年率 ）

96,590 （単位：億円） 配当成長率(%) 25.0 （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） -2.8 （過去6ヶ月間） 9.1 （%）

20.1 （過去1年間） 株式ベータ 1.45 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)
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ビザ(V)

クレジットカード決済サービス世界最大手。現金から電子決済への移行による恩恵を享受

ニューヨーク 決済サービス

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ決済ｻｰﾋﾞｽ世界最大手。200ｶ国・地域で認証ﾈｯﾄﾜｰｸ

「ﾋﾞｻﾞ・ﾈｯﾄ」を展開。ﾃﾞﾋﾞｯﾄｶｰﾄﾞやﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞｶｰﾄﾞ、ATM決済ｻｰﾋﾞｽも

手掛ける。ｶｰﾄﾞ総発行枚数は32.5億枚（17年12月末）。ｶｰﾄﾞの決

済ｻｰﾋﾞｽのみを行い、与信業務は銀行が行う仕組みであるため、事

業ﾘｽｸが比較的小さい。現金から電子決済への移行による恩恵を

享受。NYﾀﾞｳ工業株平均構成銘柄。

□18年1-3月期は13%増収：18年1-3月期は、前年同期比13%増

収、19%営業増益。全世界の取引件数は前四半期に続き、同12%

伸びた。収入の源泉となる総取引高は、主要国の米国で同9%増と

堅調な伸び。米法人税減税効果と本業の好調持続を背景に18年

度の調整後1株利益･成長率見通しを従来予想の同20%台半ばの

上限から20%台後半に引き上げた。

□米国でﾋﾞｻﾞのｱﾏｿﾞﾝ有料会員ｶｰﾄﾞを発行： ﾈｯﾄ小売世界最大手

のｱﾏｿﾞﾝがJPﾓﾙｶﾞﾝと提携し、有料会員向けにﾋﾞｻﾞ･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの専用

ｶｰﾄﾞを発行すると17年に発表。還元率の高さからｶｰﾄﾞ発行の増加

が見込まれ、同社にとって追い風となっている。

営業収益 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/09 15,082 9 7,883 -13 5,991 -5 2.48 0.560

2017/09 18,358 22 12,144 54 6,699 12 2.80 0.660

2017/Q2 4,477 ― 2,808 ― 430 ― 0.18 0.165

2018/Q2 5,073 13 3,336 19 2,605 506 1.11 0.210

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 130.72 ( 05/31 ) 実績PER 32.3 （倍）

52週高値（日付） 132.45 ( 18/05/14 ) 株価売上高比率 14.0 （倍）

52週安値（日付） 92.8 ( 17/06/12 ) PBR 9.3 （倍）

時　価　総　額 267,181 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 0.64 （ 直近年率 ）

290,746 （単位：億円） 配当成長率(%) 22.8 （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 16.1 （過去6ヶ月間） 34.7 （%）

37.3 （過去1年間） 株式ベータ 0.96 （ 対S&P500 ）

株主資本利益率(ROE)

株価データ 株価指標（バリュエーション）



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
されることがあります。株式は値動きのある商品であるため、元本を保証するものではありません。 10

ペイパル・ホールディングス(PYPL)

オンライン決済サービス大手。安心、簡単、受渡し保証などを武器に勢力拡大中

ナスダック

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

98年創業の米ｵﾝﾗｲﾝ決済ｻｰﾋﾞｽ大手。02年にｲｰﾍﾞｲにより買収さ

れ、15年7月に分離･独立した。事前登録したｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞや銀行口

座を用いてﾈｯﾄで代金決済するｻｰﾋﾞｽ等を展開、決済の堅固な安

全性や利便性の高さが特徴。17年の取引処理件数は前年比24%

増の76億件。世界の100以上の通貨の支払いに対応。地域別売

上構成は米国が54%、米国外が46%（17年実績）。

□ﾓﾊﾞｲﾙ決済ｻｰﾋﾞｽの成長で勢力拡大： 18年1-3月期の総決済

高は1,324億ﾄﾞﾙと為替変動を除く伸びで前年同期比27%成長を記

録、ﾓﾊﾞｲﾙ決済比率は37%を占めた。米国の若者で人気の友人同

士で割り勘できるｱﾌﾟﾘ「ﾍﾞﾝﾓ」の決済高は、同80%増の123億ﾄﾞﾙ。

ﾍﾟｲﾊﾟﾙも含めた個人間送金額は決済額全体の2割に達する。

□ｸﾞｰｸﾞﾙとの提携拡大を発表： ﾍﾟｲﾊﾟﾙ口座をｸﾞｰｸﾞﾙにﾘﾝｸさせるこ

とで、動画配信のﾕｰﾁｭｰﾌﾞ、Gﾒｰﾙ、ｱﾌﾟﾘ購入のｸﾞｰｸﾞﾙ・ﾌﾟﾚｲなどで

ﾍﾟｲﾊﾟﾙを利用できるようになると5月に発表。またM&Aにも積極的

な姿勢を示し、年間10～30億ﾄﾞﾙ規模の買収を検討中とした。 株 価 チ ャ ー ト （ 上場来・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

インターネットサービス

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 10,842 17 1,586 9 1,401 14 1.15 0.000

2017/12 13,094 21 2,127 34 1,795 28 1.47 0.000

2017/Q1 2,975 ― 431 ― 384 ― 0.32 0.000

2018/Q1 3,685 24 534 24 511 33 0.42 0.000

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 82.07 ( 05/31 ) 実績PER 43.2 （倍）

52週高値（日付） 86.31 ( 18/01/31 ) 株価売上高比率 7.1 （倍）

52週安値（日付） 50.83 ( 17/06/15 ) PBR 6.6 （倍）

時　価　総　額 97,449 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

106,044 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 8.4 （過去6ヶ月間） 13.1 （%）

57.2 （過去1年間） 株式ベータ 1.10 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
されることがあります。株式は値動きのある商品であるため、元本を保証するものではありません。 11

シスコシステムズ(CSCO)

循環型ビジネスに転換を図るネットワーク機器世界最大手

ナスダック

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

ﾈｯﾄﾜｰｸ機器の世界最大手ﾒｰｶｰ。電子ﾒｰﾙの送信やﾈｯﾄでの商取

引に欠かせないｲﾝﾌﾗにあたる、ｽｲｯﾁやﾙｰﾀｰが主力製品であり、ｲ

ﾝﾀｰﾈｯﾄの中核ｲﾝﾌﾗを支えている。買収活動を通じてｹｰﾌﾞﾙTV用

接続機器ﾒｰｶｰや、大手TV会議ｼｽﾃﾑ会社を取得し、収益源は多

様化、手厚い株主還元を行っているﾊｲﾃｸ大手としても知られる。

本社はｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州、従業員数は73,390名（17年7月時点)。

□M&A巧者、海外留保資金は株主還元へ： 過去の買収実績は200

社以上あり、顧客の要望に応える形で、近年は事業補強目的の買

収を手掛けた。600億ﾄﾞﾙ超の海外留保利益を18年度第3四半期

に米国に還流し、一部は増配や自社株買いの原資となる見込み。

□循環型（ﾘｶｰﾘﾝｸﾞ）ﾋﾞｼﾞﾈｽに転換中：同社はﾈｯﾄﾜｰｸ機器中心か

ら安定的なｻｰﾋﾞｽ収入が得られるｿﾌﾄ企業への転換を図っている。

ﾈｯﾄﾜｰｸ機器は伸び悩んでいるが、ｻｰﾋﾞｽ部門でｿﾌﾄｳｪｱを提供、

定期収入を増やしており、18年度第3四半期の売上高のうち、定期

収入は32%と前年同期から2%増加した。 株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

ネットワーク機器

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/07 49,247 0 12,660 18 10,739 20 2.11 0.94

2017/07 48,005 -3 11,973 -5 9,609 -11 1.90 1.10

2017/Q3 11,940 ― 3,169 ― 2,515 ― 0.50 0.29

2018/Q3 12,463 4 3,134 -1 2,691 7 0.56 0.33

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 42.71 ( 05/31 ) 実績PER 19.8 （倍）

52週高値（日付） 46.34 ( 18/05/10 ) 株価売上高比率 4.3 （倍）

52週安値（日付） 30.36 ( 17/08/18 ) PBR 4.3 （倍）

時　価　総　額 200,860 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 3.09 （ 直近年率 ）

218,576 （単位：億円） 配当成長率(%) 12.1 （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 14.5 （過去6ヶ月間） -2.3 （%）

35.5 （過去1年間） 株式ベータ 1.17 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
されることがあります。株式は値動きのある商品であるため、元本を保証するものではありません。 12

パロアルト・ネットワークス(PANW)

次世代ファイアウォール機器専業大手。インターネットセキュティ関連の代表格

ニューヨーク ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｾｷｭﾘﾃｨ

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

2005年設立の「次世代ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ」機器の専業大手。高度なｿﾌﾄ

ｳｪｱが組み込まれた製品は、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ｾｷｭﾘﾃｨ上の「ﾌｧｲｱｳｫｰ

ﾙ（防火壁）」となり、外部ﾈｯﾄﾜｰｸからの攻撃や不正なｱｸｾｽに対し

て自分達のﾈｯﾄﾜｰｸやｺﾝﾋﾟｭｰﾀを防御する役割を担う。次世代のﾌ

ｧｲｱｳｫｰﾙの特徴は、包括的なｾｷｭﾘﾃｨ対策を高速処理で行う点

にある。本社はｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｻﾝﾀｸﾗﾗ。

株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

□ｾｷｭﾘﾃｨ対策は企業のIT投資の最優先事項： 不正ｱｸｾｽによる個

人情報・顧客情報の流出により、米国ではﾄｯﾌﾟが引責辞任する等、

各社対策強化に追われている。同社は専業の強みを活かしてﾈｯﾄ

ﾜｰｸ機器大手からｼｪｱを奪いながら急成長。全世界で約4.8万団体

の顧客を抱え、日本ではｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ、東京大学、ｻｲﾊﾞｰ

ｴｰｼﾞｪﾝﾄ、KDDI等に導入実績あり。

□ｸﾗｳﾄﾞｾｷｭﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ強化： 顧客のｸﾗｳﾄﾞ利用増加に伴い、ｱﾏ

ｿﾞﾝのAWSやﾏｲｸﾛｿﾌﾄのｵﾌｨｽ365等のｸﾗｳﾄﾞ・ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ環境

のｾｷｭﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽを拡充。新規顧客の獲得と同時に、既存顧客

からの収入拡大も続いている。

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/07 1,379 49 -157 赤継 -193 赤継 -2.21 0.00

2017/07 1,762 28 -180 赤継 -217 赤継 -2.39 0.00

2017/Q2 423 ― -54 ― -61 ― -0.67 0.00

2018/Q2 542 28 -32 赤継 -35 赤継 -0.38 0.00

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 208.09 ( 05/31 ) 実績PER N/A （倍）

52週高値（日付） 211.69 ( 18/05/31 ) 株価売上高比率 9.5 （倍）

52週安値（日付） 115.78 ( 17/05/31 ) PBR 28.7 （倍）

時　価　総　額 19,113 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

20,798 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 42.8 （過去6ヶ月間） -25.8 （%）

75.5 （過去1年間） 株式ベータ 0.84 （ 対S&P500 ）

株主資本利益率(ROE)

株価データ 株価指標（バリュエーション）



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
されることがあります。株式は値動きのある商品であるため、元本を保証するものではありません。 13

アリババ・グループADR(BABA)

中国の電子商取引最大手。市場拡大の恩恵を享受

ニューヨーク 電子商取引

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

株 価 チ ャ ー ト （ 上場来・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

中国の電子商取引最大手。中国国内の個人向けや、法人向け、国

際間の複数の電子商取引サイト等を運営、主要サイトは電子商店

街兼ｵｰｸｼｮﾝｻｲﾄの「ﾀｵﾊﾞｵ・ﾄﾞｯﾄｺﾑ（淘宝網）」、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ品ﾈｯﾄ通

販の「天猫Ｔﾓｰﾙ」。業者や個人にﾈｯﾄ上で売買する場所を提供し、

主に商品露出目的に出店者が支払う広告収入や取引額を基にし

た手数料等を得る事業ﾓﾃﾞﾙ。本社は中国浙江省杭州市。

□中国市場ｼｪｱ5割超を有するｶﾞﾘﾊﾞｰ的存在： ｱﾘﾊﾞﾊﾞはﾓﾊﾞｲﾙ化

対応を進め、出店者から広告収入や取引手数料を得やすい仕組

みを構築し、中国ﾈｯﾄ通販市場ｼｪｱの半分以上を維持するｶﾞﾘﾊﾞｰ

的存在。18年3月通期の中国国内の取扱高は、前期比28%増の

4.8兆元（約7,700億ﾄﾞﾙ）を記録した。

□今期増収率は60%増超の見通し： 足下は「ﾈｯﾄ通販中心のｺｱ･ｺﾏ

ｰｽ」と「ﾃﾞｰﾀ受託管理のｸﾗｳﾄﾞ」部門が売上成長の牽引役。ｸﾗｳﾄﾞ

事業では中国国内で5割弱の市場ｼｪｱを持ち、優勢な位置にある。

5月に19年3月通期の増収率見通しを提示、前期比60%超とし、市

場予想の約4割増を大幅に上回った。

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万元） （%） （百万元） （%） （百万元） （%） （元） （元）

2017/03 158,273 56 48,055 65 43,675 -39 16.97 0.00

2018/03 250,266 58 69,314 44 63,985 47 24.51 0.00

2017/Q4 38,579 ― 9,532 ― 10,647 ― 4.12 0.00

2018/Q4 61,932 61 9,221 -3 7,561 -29 2.88 0.00

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 198.01 ( 05/31 ) 実績PER 49.2 （倍）

52週高値（日付） 206.2 ( 18/01/31 ) 株価売上高比率 13.0 （倍）

52週安値（日付） 122 ( 17/05/31 ) PBR 8.9 （倍）

時　価　総　額 507,134 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

551,863 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 11.8 （過去6ヶ月間） 19.9 （%）

61.7 （過去1年間） 株式ベータ 1.11 （ 対S&P500 ）

株主資本利益率(ROE)

株価データ 株価指標（バリュエーション）



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
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ＪＤドット・コムADR(JD)

中国で直販型のネット通販を展開する大手。ドローン配送にも取り組む

ナスダック ネット通販

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

漢字社名は京東集団、中国2位のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販企業。ｳｪﾌﾞｻｲﾄや

ﾓﾊﾞｲﾙ・ｱﾌﾟﾘを通じて消費者と販売業者向けに、家電製品、ｺﾝﾋﾟｭ

ｰﾀ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ製品、通信機器、衣料品、書籍、家庭用品などの商品

を販売。本社は中国北京市、従業員数は約15.8万人（17年末時

点）、大株主に中国ﾈｯﾄ大手のﾃﾝｾﾝﾄ（保有比率20%）、米ｳｫﾙﾏｰ

ﾄ（同12%）。14年5月に米ﾅｽﾀﾞｯｸに上場、1ADR＝2普通株。

□直販型ネット通販を展開。当日・翌日配当に強み： JDは電子商店

街運営のｱﾘﾊﾞﾊﾞと異なり、自ら仕入れ販売をするｱﾏｿﾞﾝ同様の直

販方式を採用。自前の巨大な物流網を保有、広大な中国をほぼｶ

ﾊﾞｰし、多くが当日や翌日配送できる。

□大株主のﾃﾝｾﾝﾄとｳｫﾙﾏｰﾄとは業務提携： ﾃﾝｾﾝﾄからは14年に

出資を受け、ﾃﾝｾﾝﾄﾕｰｻﾞｰが同社ｻｲﾄに接続できる仕組み。また中

国展開するｳｫﾙﾏｰﾄ店舗を自社倉庫のように活用できる。先進的な

取組みでは、一部の農村部の遠隔地でのﾄﾞﾛｰﾝによる小包配送を

開始。1ﾄﾝ以上の重量に耐えられる大型のﾄﾞﾛｰﾝも開発中。

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

株 価 チ ャ ー ト （ 上場来・月足 ）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1ADR利益 配当

（百万元） （%） （百万元） （%） （百万元） （%） （元） （元）

2016/12 258,290 ― -1,252 ― -3,807 ― -2.71 0.00

2017/12 362,332 40 -835 赤字幅減少 -152 赤字幅減少 -0.11 0.00

2017/Q1 75,218 ― 661 ― 299 ― 0.17 0.00

2018/Q1 100,128 33 4 -99 1,525 410 1.04 0.00

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 35.18 ( 05/31 ) 実績PER N/A （倍）

52週高値（日付） 50.68 ( 18/01/29 ) 株価売上高比率 0.8 （倍）

52週安値（日付） 34.77 ( 18/05/31 ) PBR 5.9 （倍）

時　価　総　額 50,459 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

54,909 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） -6.1 （過去6ヶ月間） 2.5 （%）

-12.1 （過去1年間） 株式ベータ 1.23 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
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ブッキング・ホールディングス(BKNG)

オンライン旅行代理店の世界大手。観光業界の成長の恩恵を享受

ナスダック

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

ｵﾝﾗｲﾝ旅行代理店世界大手。旅行代理店業界のｵﾝﾗｲﾝ化の波

に乗り、M&Aを通じて米国、欧州、ｱｼﾞｱまで展開地域を広げてきた

勝ち残り組。世界展開を意識し、18年2月に「ﾌﾟﾗｲｽﾗｲﾝ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ」か

ら現社名に変更。中核ｻｲﾄはｵﾗﾝﾀﾞ発の「ﾌﾞｯｷﾝｸﾞ・ﾄﾞｯﾄｺﾑ」。近年

では13年に旅行料金比較ｻｲﾄのｶﾔｯｸや14年にﾚｽﾄﾗﾝ予約のｵｰ

ﾌﾟﾝﾃｰﾌﾞﾙを買収。従業員数は約22,900名（17年末時点)

□ｽﾏﾎ片手に旅行する時代。業界成長の恩恵享受：世界の旅行･観

光関連産業は世界経済の成長率を長く上回って推移するなか、

ｽﾏﾎ片手に気軽に旅行できる時代にもなり、調査会社によれば、

世界のｵﾝﾗｲﾝ旅行予約市場はﾋﾞｼﾞﾈｽ旅客（出張）需要の盛り上が

りも加わり、年平均15%前後の伸びが続くと予想される。

□民泊や体験型消費への対応も：民泊（ﾊﾞｹｰｼｮﾝ･ﾚﾝﾀﾙ）や体験型

消費（美術館･博物館ﾁｹｯﾄの試験的な取扱い）のｻｰﾋﾞｽも提供す

るなど最新の旅行ﾄﾚﾝﾄﾞにも対応。同業の米ｴｸｽﾍﾟﾃﾞｨｱ、ﾌﾞｯｷﾝｸﾞ

HDも出資する中国ｼｰﾄﾘｯﾌﾟと世界3強体制を形成しつつある。

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

インターネットサービス

株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 10,743 16 2,906 -11 2,135 -16 42.65 0.00

2017/12 12,681 18 4,538 56 2,341 10 46.86 0.00

2017/Q1 2,419 ― 556 ― 456 ― 9.11 0.00

2018/Q1 2,928 21 730 31 607 33 12.34 0.00

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 2108.92 ( 05/31 ) 実績PER 27.4 （倍）

52週高値（日付） 2228.99 ( 18/03/13 ) 株価売上高比率 7.8 （倍）

52週安値（日付） 1630.56 ( 17/11/08 ) PBR 9.5 （倍）

時　価　総　額 101,597 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

110,558 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 21.2 （過去6ヶ月間） 23.2 （%）

12.4 （過去1年間） 株式ベータ 1.13 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
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インテュイティブ・サージカル(ISRG)

外科手術ロボットを製造･販売。手術件数の伸びが日本など海外中心に伸長

ナスダック 医療設備

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

「ﾀﾞ･ﾋﾞﾝﾁ」手術ｼｽﾃﾑ（遠隔操作型の外科手術ﾛﾎﾞｯﾄ）を製造・販

売する。切開部分は小さく、患者に負担の少ない手術を提供できる

のが特徴。日本の病院でも同社ﾛﾎﾞｯﾄ手術が普及。18年3月末時

点の稼動状況は、全世界で4,528台、うち米国2,928台、海外が

1,600台。17年度の全世界の手術件数実績は約88万件。日本は

約300台が設置され、手術の保険適用の範囲が広がる有望市場。

□体への負担の少ない医療を実現するﾛﾎﾞｯﾄ： 手術ﾛﾎﾞｯﾄ「ﾀﾞ･ﾋﾞﾝﾁ」

は執刀医の手の動きに連動した4本のﾛﾎﾞｯﾄｱｰﾑに手術器具が装

着され、執刀医は手術台から離れた机で3次元映像を見ながら

ｱｰﾑを遠隔操作する。切開部分が小さく、体内の細かい操作が

可能で出血量や手術後の痛みを減らせるほか、入院期間の短縮、

後遺症も少ないなど患者側に利点が多いとされる。

□手術件数は2桁の伸びを見込む：18年の「ﾀﾞ・ﾋﾞﾝﾁ」を使った手術

件数は中国や日本での普及もあり、前期比12～15%（17年同16%

増）伸びる見通し。1回の手術毎に700～3,500ﾄﾞﾙの手術器具が必

要でﾛﾎﾞｯﾄに加えて手術器具･周辺機器が収益の柱となっている。

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 2,704 13 945 28 736 25 6.24 0.00

2017/12 3,129 16 1,055 12 660 -10 5.67 0.00

2017/Q1 680 ― 193 ― 181 ― 1.57 0.00

2018/Q1 848 25 277 43 288 59 2.44 0.00

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 459.67 ( 05/31 ) 実績PER 48.6 （倍）

52週高値（日付） 473.79 ( 18/04/18 ) 株価売上高比率 15.6 （倍）

52週安値（日付） 292.927 ( 17/06/12 ) PBR 9.5 （倍）

時　価　総　額 52,078 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

56,672 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 15.0 （過去6ヶ月間） 16.0 （%）

50.8 （過去1年間） 株式ベータ 0.96 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
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キャタピラー(CAT)

建設機械の世界最大手。資源高や米国インフラ投資再興が追い風

ニューヨーク 建設・鉱業用機械

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

1925年創業の建設機械の世界最大手。油圧ｼｮﾍﾞﾙ、ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ、

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ等を製造、工業用ｴﾝｼﾞﾝも手掛ける。日本では三菱重

工業との合弁会社を2012年に完全子会社化。主要部門を建設、

資源、ｴﾈﾙｷﾞｰ･輸送機器の業界ごとに分類。地域別売上高構成

比（前期）は北米が46%、欧州/中東/ｱﾌﾘｶが23%、ｱｼﾞｱ太平洋が

22%、中南米が9%。NYﾀﾞｳ工業株平均採用銘柄。

□世界景気の拡大を背景に建機需要が増加： 世界的な資源価格の

上昇やｲﾝﾌﾗ投資の回復などを追い風に17年度売上は5年ぶりに

増収を達成。18年1-3月期もｱｼﾞｱ太平洋や北米が好調で大幅増

収。部門別では建設業界向けが前年同期比38%増、資源が同31%

増、ｴﾈﾙｷﾞｰ･輸送が同26%増だった。第1四半期段階で今期1株利

益見通しを7.75～8.75ﾄﾞﾙから9.75～10.75ﾄﾞﾙに上方修正した。

□ﾄﾗﾝﾌﾟ政権は1.5兆ﾄﾞﾙ規模の官民ｲﾝﾌﾗ計画を推進： 老朽化が進

む米国のｲﾝﾌﾗ再構築を含めた需要喚起策をﾄﾗﾝﾌﾟ政権は次の政

策の柱に据える。計画の進捗は業績面でﾌﾟﾗｽに働くと期待される。 株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 38,537 -18 498 -87 -67 赤字転落 -0.11 3.08

2017/12 45,462 18 4,406 785 754 黒字転換 1.26 3.11

2017/Q1 9,822 ― 380 ― 192 ― 0.32 0.77

2018/Q1 12,859 31 2,108 455 1,665 767 2.74 0.78

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 151.91 ( 05/31 ) 実績PER 18.2 （倍）

52週高値（日付） 173.18 ( 18/01/16 ) 株価売上高比率 1.9 （倍）

52週安値（日付） 102.31 ( 17/06/23 ) PBR 6.0 （倍）

時　価　総　額 90,835 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 2.05 （ 直近年率 ）

98,846 （単位：億円） 配当成長率(%) 1.3 （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 7.6 （過去6ヶ月間） 15.5 （%）

44.1 （過去1年間） 株式ベータ 1.30 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
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ボーイング(BA)

航空機製造の世界最大手。民間旅客機の量産化による収益拡大期待

ニューヨーク 航空宇宙・防衛

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

世界最大の民間機及び軍用機ﾒｰｶｰ。回転翼航空機、電子及び防

衛ｼｽﾃﾑ、ﾐｻｲﾙ、ﾛｹｯﾄｴﾝｼﾞﾝ、衛星、衛星打ち上げ機等の幅広い

製品を世界90カ国以上に提供。民間航空機、防衛・宇宙・安全保

障を主要事業としているが、その他にｻｰﾋﾞｽ部門や金融部門（ﾎﾞｰｲ

ﾝｸﾞｷｬﾋﾟﾀﾙ）を持つ。本社はｲﾘﾉｲ州ｼｶｺﾞ、従業員数は約141,300

名（17年12月末時点）。NYﾀﾞｳ工業株平均採用銘柄。

□中小型機の量産体制整い収益改善： 収益の6割前後を占める民

間航空機部門は中型旅客機「787（ﾄﾞﾘｰﾑﾗｲﾅｰ）」や小型の「737」

等の量産体制に入り、製造ｺｽﾄの低下から収益性が大きく改善、株

主還元の原資にもなる営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの増額にも寄与している。

□18年1-3月期は主要部門が営業増益達成： 18年第1四半期業

績は民間航空機、宇宙・防衛、ｻｰﾋﾞｽ（保守）等の主要部門で営業

増益を達成。5月に航空部品ﾒｰｶｰKLXの買収を発表、収益性の高

い航空機のｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ（部品・部材の交換）事業を強化する。今後

10年間以内にｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｻｰﾋﾞｽ部門の売上規模を3倍にする計画。 株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 94,571 -2 5,834 -22 4,895 -5 7.61 4.36

2017/12 93,392 -1 10,278 76 8,197 67 13.43 5.68

2017/Q1 21,961 ― 2,206 ― 1,579 ― 2.54 1.42

2018/Q1 23,382 6 2,875 30 2,477 57 4.15 1.71

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 352.16 ( 05/31 ) 実績PER 25.8 （倍）

52週高値（日付） 371.51 ( 18/02/28 ) 株価売上高比率 2.2 （倍）

52週安値（日付） 184.59 ( 17/06/01 ) PBR 168.4 （倍）

時　価　総　額 205,162 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 1.94 （ 直近年率 ）

223,257 （単位：億円） 配当成長率(%) 24.7 （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） 27.2 （過去6ヶ月間） 1,400.6 （%）

87.7 （過去1年間） 株式ベータ 1.00 （ 対S&P500 ）

株主資本利益率(ROE)

株価データ 株価指標（バリュエーション）



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
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ロッキード･マーティン(LMT)

防衛元請の世界最大手。海外向け輸出の増加期待

ニューヨーク 防衛元請

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

世界最大の防衛元請企業。戦闘機が主力の「航空」部門、衛星や

宇宙船を手掛ける「宇宙ｼｽﾃﾑ」、「情報ｼｽﾃﾑ」、「ﾐｻｲﾙ･火器」、

戦艦やﾍﾘ搭載の武器やﾚｰﾀﾞｰを製造する「ﾐｯｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑ」の5つの

部門からなる。15年11月にﾍﾘ製造のｼｺﾙｽｷｰを買収、16年8月に

「情報ｼｽﾃﾑ」を分離。17年売上高構成の69%が米政府向け、外

国政府向けを含む海外が30%、米民間向け・その他は1%。

株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

□次期主力戦闘機の量産化による成長期待： 米･英･日で次期主力

戦闘機となる「F-35ﾗｲﾄﾆﾝｸﾞⅡ」の主契約企業として今後量産化

が進み、航空部門の拡大が期待される。17年の「F-35」事業関連

の売上高は全体の25%を占めた。18年の「F-35」納入数は前期比

を36%増の90機以上が目標。4年以内に戦闘機「F-35」の年間納

入機数は150機に達する見通しを示している。

□米防衛予算増額や減税の恩恵も： 同社は国防費支出の伸び等を

想定し、20年までの売上高成長率を4～5%増と見込む。税改正を

受けて税率の低下から年間5億ﾄﾞﾙの恩恵享受を想定している。

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 47,248 17 5,549 18 5,302 47 17.49 6.77

2017/12 51,048 8 5,921 7 2,002 -62 6.89 7.46

2017/Q1 11,212 ― 1,402 ― 789 ― 2.69 1.82

2018/Q1 11,635 4 1,725 23 1,157 47 4.02 2.00

通期業績

決算期

四半期業績

株　価（米ドル） 314.54 ( 05/31 ) 実績PER 21.0 （倍）

52週高値（日付） 363 ( 18/02/16 ) 株価売上高比率 1.7 （倍）

52週安値（日付） 273.79 ( 17/06/12 ) PBR － （倍）

時　価　総　額 89,810 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 2.54 （ 直近年率 ）

97,732 （単位：億円） 配当成長率(%) 10.0 （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） -1.4 （過去6ヶ月間） － （%）

11.9 （過去1年間） 株式ベータ 0.76 （ 対S&P500 ）

株価データ 株価指標（バリュエーション）

株主資本利益率(ROE)



投資に関する最終決定は、ご自身の判断でなさいますようにお願い申し上げます。本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断で、今後、予告なしに変更
されることがあります。株式は値動きのある商品であるため、元本を保証するものではありません。 20

テスラ (TSLA)

従来の概念を覆した電気自動車メーカー

ナスダック 自動車

社 名 （テ ィ ッ カ ー） 上 場 市 場 セ ク タ ー

会 社 概 要

注 目 ポ イ ン ト

2003年設立の電気自動車ﾒｰｶｰ。ﾊﾟﾅｿﾆｯｸとは巨大電池工場の

共同運営を通じ提携関係。08年にｽﾎﾟｰﾂｶｰ「ﾛｰﾄﾞｽﾀｰ」、12年に

ｾﾀﾞﾝ型「ﾓﾃﾞﾙS」、15年にSUVの「ﾓﾃﾞﾙX」を投入。長い航続距離･

加速性能･優れたﾃﾞｻﾞｲﾝで高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞｶｰの地位を確立。初期出資

者で現CEOのｲｰﾛﾝ・ﾏｽｸ氏は決済ｻｰﾋﾞｽ「ﾍﾟｲﾊﾟﾙ」創業者として

成功、宇宙ﾋﾞｼﾞﾈｽの「ｽﾍﾟｰｽX」にも経営参画するｶﾘｽﾏ経営者。

□「ﾓﾃﾞﾙ3」の量産化実現が収益改善のｶｷﾞ：17年7月に生産開始し

た「ﾓﾃﾞﾙ3」の量産化は、18年4月時点で週産2,270台まで前進、6

月末の週産5千台目標は据え置かれた。量産効果で原価低減を図

り、同車種の粗利益率目標25%の実現が収益改善のｶｷﾞとなる。会

社側は年内の増資や起債を否定、資金繰り懸念の払拭に努めた。

□18年は転換時期との位置づけ： 今期は前期を大幅に上回る売上

を見込み、「ﾓﾃﾞﾙ3」と蓄電池等の量産加速とｺｽﾄ管理を通じて年

度内の四半期ﾍﾞｰｽの最終黒字の達成や、今年後半の現金収支の

純増を見込む。また年後半に低価格SUVの「ﾓﾃﾞﾙY」の生産準備に

取り掛かることも言及した。 株 価 チ ャ ー ト （ 2014年以降・月足 ）

（会社資料等各種資料より岩井コスモ証券作成）

売上高 前同比 営業利益 前同比 当期利益 前同比 1株利益 配当

（百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （百万㌦） （%） （ﾄﾞﾙ） （ﾄﾞﾙ）

2016/12 7,000 73 -667 赤継 -675 赤継 -4.68 0.00

2017/12 11,759 68 -1,632 赤継 -1,961 赤継 -11.83 0.00

2017/Q1 2,696 ― -258 ― -330 ― -2.04 0.00

2018/Q1 3,409 26 -597 赤継 -710 赤継 -4.19 0.00

決算期

四半期業績

通期業績

株　価（米ドル） 284.73 ( 05/31 ) 実績PER N/A （倍）

52週高値（日付） 389.565 ( 17/09/18 ) 株価売上高比率 3.8 （倍）

52週安値（日付） 244.6 ( 18/04/02 ) PBR 10.9 （倍）

時　価　総　額 48,345 （単位：百万㌦） 税前配当利回り(%) 無配 （ 直近年率 ）

52,609 （単位：億円） 配当成長率(%) ― （ 過去1年間 ）

株価変化率（%） -7.8 （過去6ヶ月間） -49.6 （%）

-16.5 （過去1年間） 株式ベータ 1.11 （ 対S&P500 ）

株主資本利益率(ROE)

株価データ 株価指標（バリュエーション）



■商号等
商号等： 播陽証券株式会社

金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第29号
加入協会：日本証券業協会

■播陽証券の手数料及び投資リスクについて
①上場国内株券等委託取引の際には、約定代金に対して最大1.2042（税込み、ただし最低2,700円）の委託手数
料をご負担いただきます。
②上場外国株券等委託取引の際には、約定代金（円貨）に対して最大0.864％の手数料率（税込）の委託手数
料加算額、その他に現地取引所税等の取引手数料をご負担いただきます。
③上場外国株券等店頭取引の際には、購入対価のみをお支払いいただきます。
④投資信託のお取引の際には、下記の販売手数料及び信託報酬等の諸経費をご負担いただきます。
□販売手数料（購入価額に対して最大3.78％（税込））
□信託財産留保額（換金申込日、または換金申込日の翌営業日の基準価格に対して最大0.50％）
□信託報酬（信託財産の総資産総額に対して年率最大2.16％（税込））
□その他、ファンドの監査費用等
◇株式や投資信託は投資元本が保証されているものではなく、価格や為替の変動により損失が生じるおそれが
あります。商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、お取引の際には、契約締結前交付書面やお客様
向け資料をよくお読み下さい。

■免責事項
○当資料は、投資判断の参考となる情報の提供を唯一の目的としております。当資料で言及した銘柄や投資戦
略は、投資に関するご経験や知識、財産の状況及び投資目的が異なるすべてのお客様に、一律に適合すると
は限りません。投資判断の最終決定は、お客様ご自身の判断で行っていただきますようお願いいたします。
○当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて播陽証券がお客様にご提供いたしますが、見解の正確性、
完全性、適時性などを保証するものではありません。
※本資料の情報の一部は、岩井コスモ証券より取得しております。
○当資料の情報を基に投資を行った結果、お客様に何らかの損害が発生した場合でも、播陽証券は理由の如何
を問わず、一切責任を負いません。

取引注意事項


